
阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ｎｏ． 6 － 1 4

17 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

28 29 30

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

２．安全・安心・快適な阿波
（７）公園・緑地の充実
（２）公園・緑地の管理体制の充実 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0
9167

臨時･嘱託工数･経費

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

指標設定になじまないため
設定しない。

0.002

55
55

予算費目
年度決算28

国 庫 支 出 金

目標

30平成

目標
実績

平成

91

12

0

79
79

12

79

年度予算 備考
財産管理費

年度決算
総務管理費

0.002
79

0.002

29

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
公園管理・整備

草刈りなど、シルバー人材センターの活用

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 勝命コミュニティ公園によって、市民福祉の増進に寄与することを目的とします。

今年度

対象（誰を、
何を）

勝命コミュニティ公園

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名企画総務部

基本事務事業名 地域公共施設管理事務
契約管財課
事務事業名 勝命コミュニティ公園の管理事務

期間設定なし

三上　武士
シート作成日

総務費

平成30年4月2日
シート作成者名主務課長名 坂東　明

平成

公的関与

目標

実績

実績

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

12



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

総合評価
Ｄ

今後、勝命コミュニティ公園をどうするか、園地以外の利用も含め、土地の活用方
法を考える必要があります。

拡大・充実

今後、施設のさらなる有効利用等について検討する必要があります。

民間委託等

一次評価

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

周辺住民の声を聞き、地元での管理を検討しながら、有効活用も視野にいれる。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

有効性必要性
1

達成度
2

効率性

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

1
達成度

2
有効性

2 3
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

毎年、草刈りなどの維持管理が
必要です。現状は、小広場・休憩
場所としての活用に留まってい
ます。

少子化に伴い、利用者数が非常
に少ないと見受けられます。

二次評価一次評価の説明
地元の要望により設置した公園
であるため、地域の憩いの場と
しての必要性をもっていますが、
近年来園者が非常に少なくなっ
ています。

維持経費に対して、利用者が少
ないため、効率が良くないと考え
ます。また、園地接続道の幅員
が狭く、安全面でも整備が必要
です。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

2 Ｃ4

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ｎｏ． 6 － 2 4

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

28 29 30

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

該当なし

２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0
1,8881,868

臨時･嘱託工数･経費

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

指標設定になじまないため
設定しない。

0.204

681
681

予算費目
年度決算28

国 庫 支 出 金

目標

30平成

目標
実績

平成

1,906

1,210

0

678
678

1,184

722

年度予算 備考
財産管理費

年度決算
総務管理費

0.204
722

0.204

29

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
公園遊具安全点検

園地・施設の整備

建物災害共済

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 有効活用を図ります。

今年度 有効活用を図ります。

対象（誰を、
何を）

行政財産

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名企画総務部

基本事務事業名 行政財産管理事務
契約管財課
事務事業名 行政財産管理事務

期間設定なし

三上　武士
シート作成日

総務費

平成30年4月2日
シート作成者名主務課長名 坂東　明

平成

公的関与

目標

実績

実績

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

1,187



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

総合評価
Ａ

公園等の遊具について年１回の点検を実施し、その結果を所管課に報告してい
ます。

拡大・充実

遊具の点検を一括して実施し、修繕等は所管課が次回点検までに対応していま
す。

民間委託等

一次評価

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

公共施設個別管理計画との整合性を図り、適正に管理していく。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

有効性必要性
4

達成度
4

効率性

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

4 3
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

市民が安心して使用できるよう、
危険性があるものは修繕してい
ます。また、適時に修繕できな
かった場合には、賠償保険の対
象にならない状態も生じます。

市が設置した遊具については、
すべて点検しています。

二次評価一次評価の説明
建物・遊具の老朽化により、その
安全性が問われているため、必
要です。

遊具点検は毎年度実施していま
すが、建物も含め所管課での修
繕・巡視は必要です。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

4 Ａ4

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ｎｏ． 6 － 3 2

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

28 29 30

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共につくる阿波
（５）計画的な行財政運営の推進
（３）公共施設の総合的な管理の推進 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

阿波市財務規則

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0
296291

臨時･嘱託工数･経費

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

指標設定になじまないため
設定しない。

0.050
0

予算費目
年度決算28

国 庫 支 出 金

目標

30平成

目標
実績

平成

5,154

296

0

0
290

4,864

年度予算 備考
財産管理費

年度決算
総務管理費

0.050
4,864

0.050

29

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
土地・建物等、普通財産売却の実施

公有財産処分等検討委員会の開催

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 普通財産の効率的な有効活用を図ります。

今年度 普通財産の効率的な有効活用を図ります。

対象（誰を、
何を）

市民

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名企画総務部

基本事務事業名 普通財産管理事務
契約管財課
事務事業名 普通財産処分事務

期間設定なし

三上　武士
シート作成日

総務費

平成30年4月2日
シート作成者名主務課長名 坂東　明

平成

公的関与

目標

実績

実績

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

291



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

総合評価
Ｂ

今年度においては、よしの園、御所園の敷地売却事務について進めていきます。
そのほか、公有財産処分等検討委員会にて決定した処分地の売却手続きを速や
かに進めていきます。

拡大・充実

今後も継続して事業を進めていきます。

民間委託等

一次評価

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

自主財源の確保のため、成立するために工夫して粘りつよく継続してまいります。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

有効性必要性
4

達成度
4

効率性

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

2
有効性

4 3
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

公有財産管理システム等を活用
し売却可能な公有財産を把握し
ます。

北消防署跡地について、先着申
込者への売却を応募したが、売
却に至っていない。

二次評価一次評価の説明
未利用地については維持管理費
等のコストもかかるため、処分す
る必要があります。

インターネットによる入札手続き
や、他の施策と連携するなど、改
善する余地はあります。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

4 Ａ4

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ｎｏ． 6 － 4 2

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

28 29 30

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共につくる阿波
（５）計画的な行財政運営の推進
（３）公共施設の総合的な管理の推進 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

阿波市財務規則

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0
1,5421,513

臨時･嘱託工数･経費

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

貸付件数

指標名

0.260
0

予算費目
年度決算28

国 庫 支 出 金

目標

30平成

目標
実績

平成

1,509

1,542

0

0
1,509

年度予算 備考
財産管理費

年度決算
総務管理費

0.260
0

0.260

29

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
普通財産貸付の実施

公有財産処分等検討委員会開催

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 普通財産の効率的な有効活用を図ります。

今年度 普通財産の効率的な有効活用を図ります。

対象（誰を、
何を）

市民

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名企画総務部

基本事務事業名 普通財産管理事務
契約管財課
事務事業名 普通財産貸付事務

期間設定なし

三上　武士
シート作成日

総務費

平成30年4月2日
シート作成者名主務課長名 坂東　明

平成

公的関与

19
目標

実績

実績 19

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

1,513



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

総合評価
Ａ

貸付等可能な財産を貸付します。

拡大・充実

今後も継続して事業を進めていきます。

民間委託等

一次評価

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

私有財産の適正な管理（貸付・売却）に努めます。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

有効性必要性
4

達成度
4

効率性

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

2
有効性

4 4
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

貸付等の財産を公有財産管理
システムで把握します。

公有財産管理システムを活用
し、推進します。

二次評価一次評価の説明
未利用地等の貸付等の必要が
あります。
民間事業地・宅地等に含まれて
いる財産について、貸し付けの
受付・事務を推進します。

公有財産処分等検討委員会に
おいて検討します。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

4 Ａ4

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ｎｏ． 6 － 6 2

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

28 29 30

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

291

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

目標

実績

実績

期間設定なし

南　千春
シート作成日

総務費

平成30年4月2日
シート作成者名主務課長名 坂東　明

平成

公的関与

課名企画総務部

基本事務事業名 本庁舎管理事務
契約管財課
事務事業名 庁舎物品購入事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 庁舎用の備品及び消耗品を購入します。

今年度 コピー用紙、衛生消耗品、什器を購入します。

対象（誰を、
何を）

庁舎用物品

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

備品台帳の整備

什器の購入

コピー用紙の購入

衛生消耗品の購入

封筒の購入　

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

29

0.500
6,061

0.500

年度予算 備考
財産管理費

年度決算
総務管理費

8,964

2,965

0

4,612
4,612

2,903

6,061

目標

30平成

目標
実績

平成

指標設定になじまないため
設定しない。

0.050

4,564
4,564

予算費目
年度決算28

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

0
7,5774,855

臨時･嘱託工数･経費

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共につくる阿波
（５）計画的な行財政運営の推進



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

4 Ａ4

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

少額のものは随意契約となりま
すが、可能な限り入札による契
約としています。

二次評価一次評価の説明
必要な物品が揃っていないと、
業務が停滞する可能性がありま
す。

他の部署のものをまとめて購入
することで、経費削減につながり
ます。

必要性のある物品を厳選して購
入しています。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

4
有効性

4 4
効率性 有効性必要性

4
達成度

4
効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

一括購入によりコスト削減が図ります。今後も継続して進めます。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持

総合評価
Ａ

ほかにも適用できる物品がないかを検討します。

拡大・充実

今後も継続して必要な物品を購入します。

民間委託等

一次評価

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ｎｏ． 6 － 7 2

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

28 29 30

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

291

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

目標

実績

実績

期間設定なし

三上　武士
シート作成日

総務費

平成30年4月2日
シート作成者名主務課長名 坂東　明

平成

公的関与

課名企画総務部

基本事務事業名 本庁舎管理事務
契約管財課
事務事業名 庁舎防火管理事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 火災を未然に防ぎます。

今年度 消防設備保守点検を実施します。

対象（誰を、
何を）

庁舎（付属施設）

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）

消防法に伴う届出ほか

消防対象物の保守点検・検査業務

防火訓練（年2回）の実施

危険物施設等の立入検査

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

29

0.050
0

0.050

年度予算 備考
財産管理費

年度決算
総務管理費

290

296

0

0
290

目標

30平成

目標
実績

平成

指標設定になじまないため
設定しない。

0.050
0

予算費目
年度決算28

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

0
296291

臨時･嘱託工数･経費

消防法

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共につくる阿波
（５）計画的な行財政運営の推進
（３）公共施設の総合的な管理の推進



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

4 Ａ4

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

関係法令に基づき、効率的に運
用しています。

二次評価一次評価の説明
庁舎の火災を未然に防ぎ、火災
になっても速やかに消火する必
要があります。

火災を防ぐことにより、市民の財
産を守ります。

消防法に基づき、消防設備の点
検を実施します。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

4 4
効率性 有効性必要性

4
達成度

4
効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

防火意識の向上に、今後も継続的に進めます。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持

総合評価
Ａ

職員の防災意識の向上

拡大・充実

今後も継続して事業を進めていきます。

民間委託等

一次評価

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ｎｏ． 6 － 9 3

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

28 29 30

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

1,210

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

目標

実績

実績

期間設定なし

三上　武士
シート作成日

総務費

平成30年4月2日
シート作成者名主務課長名 坂東　明

平成

公的関与

課名企画総務部

基本事務事業名 本庁舎管理事務
契約管財課
事務事業名 会議室管理事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 会議室を効率的に使用します。

今年度 グループウエアにより、会議室の使用状況を管理します。

対象（誰を、
何を）

庁舎内会議室

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
会議室・フロア等の使用貸出の手続き

配置備品の管理

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

29

0.200
0

0.200

年度予算 備考
財産管理費

年度決算
総務管理費

1,161

1,186

0

0
1,161

目標

30平成

目標
実績

平成

指標設定になじまないため
設定しない。

0.208
0

予算費目
年度決算28

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

0
1,1861,210

臨時･嘱託工数･経費

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共につくる阿波
（５）計画的な行財政運営の推進
（３）公共施設の総合的な管理の推進



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

4 Ａ4

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

グループウェアの使用により効
率的に進められています。

二次評価一次評価の説明
会議室を効率的に使用するため
に必要です。

職員であれば、グループウェア
により使用状況の確認ができま
す。

目標を達成できていると思いま
す。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

4
有効性

4 4
効率性 有効性必要性

4
達成度

4
効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

良く管理されています。今後も効率よく利用します。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持

総合評価
Ａ

職員以外の団体等については、貸出基準がないため、アエルワ又は市場コミュニ
ティセンター等を案内しています。

拡大・充実

今後も継続的に進めます。

民間委託等

一次評価

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ｎｏ． 6 － 10 3

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

28 29 30

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

1,385

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

目標

実績

実績

期間設定なし

南　千春
シート作成日

総務費

平成30年4月2日
シート作成者名主務課長名 坂東　明

平成

公的関与

課名企画総務部

基本事務事業名 本庁舎管理事務
契約管財課
事務事業名 公用車管理事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 効率的かつ安全に使用できるようにします。

今年度 効率的かつ安全に使用できるようにします。

対象（誰を、
何を）

公用車

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）

自動車損害共済（事故等処理手続）

車輌の購入・廃業・売却等

公用車の貸出し

公用車の法定点検（車検）整備・修理

公用車の台数管理

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

29

0.238
15,455

0.238

年度予算 備考
財産管理費

年度決算
総務管理費

16,837

1,411

0

8,678
8,678

1,382

15,455

目標

30平成

目標
実績

平成

指標設定になじまないため
設定しない。

0.238

10,770
10,770

予算費目
年度決算28

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

0
10,08912,155

臨時･嘱託工数･経費

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共につくる阿波
（５）計画的な行財政運営の推進
（２）効率的で持続可能な財政運営の推進



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

4 Ａ4

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

効率的な運用により、経費を削
減します。

二次評価一次評価の説明
安全・効率的な公用車の使用に
必要です。

職員であれば、グループウェア
により空き状況の確認ができる。
また、定期的な整備により安全
性が確保されています。

集中管理により全体数の不足は
解消されています。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

3
有効性

4 4
効率性 有効性必要性

4
達成度

4
効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

効率よく管理されている。事故防止等の意識向上も合わせて管理します。買い替
え時期にきて車もあるので計画的に行います。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持

総合評価
Ａ

老朽化が激しく使用頻度も少ない車を廃止し、環境負荷の少ないクリーンエネル
ギー車へ順次入れ替えをし、適正な配置を図っていく必要がある。

拡大・充実

管財担当で公用車の一元管理を継続します。

民間委託等

一次評価

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ｎｏ． 6 － 12 3

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

28 29 30

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

1,030

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

目標

実績

実績

期間設定なし

南　千春
シート作成日

総務費

平成30年4月2日
シート作成者名主務課長名 坂東　明

平成

公的関与

課名企画総務部

基本事務事業名 本庁舎管理事務
契約管財課
事務事業名 庁舎電話維持管理事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 電話機器を正常に運用します。

今年度 電話機器の維持管理を行います。

対象（誰を、
何を）

ＩＰ電話システム

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
ＩＰ電話システム機器保守業務

機器の維持補修

機器の適正配置

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

29

0.177
559

0.177

年度予算 備考
財産管理費

年度決算
総務管理費

1,586

1,050

0

559
559

1,027

559

目標

30平成

目標
実績

平成

指標設定になじまないため
設定しない。

0.177

559
559

予算費目
年度決算28

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

0
1,6091,589

臨時･嘱託工数･経費

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共につくる阿波
（５）計画的な行財政運営の推進



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

4 Ａ4

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

IP化により、将来的に有効なシス
テムとなっています。

二次評価一次評価の説明
通信を確保する必要があるた
め、機器の保守は重要です。

機構改革による組織の変更にも
対応できます。

機器更新後問題なく運用できて
います。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

4
有効性

4 4
効率性 有効性必要性

4
達成度

4
効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

今後も継続して適正に管理します。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持

総合評価
Ａ

庁舎移転後対象機器が増加していますので、維持管理の適正管理に努めます。

拡大・充実

今後も維持管理に努めます。

民間委託等

一次評価

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ｎｏ． 6 － 13 3

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

28 29 30

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共につくる阿波
（５）計画的な行財政運営の推進
（３）公共施設の総合的な管理の推進 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0
3,0831,926

臨時･嘱託工数･経費

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

0.286

262
262

予算費目
年度決算28

国 庫 支 出 金

目標

30平成

目標
実績

平成

5,260

1,696

0

1,387
1,387

1,660

3,600

年度予算 備考
財産管理費

年度決算
総務管理費

0.286
3,600

0.286

29

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
庁舎設備の修繕（外構含）

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 機能や美観を維持します。

今年度 損傷箇所の修繕等を行います。

対象（誰を、
何を）

庁舎

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名企画総務部

基本事務事業名 本庁舎管理事務
契約管財課
事務事業名 庁舎修繕事務

期間設定なし

三上　武士
シート作成日

総務費

平成30年4月2日
シート作成者名主務課長名 坂東　明

平成

公的関与

目標

実績

実績

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

1,664



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

総合評価
Ａ

今後は修理よりも市民等からの要望によるものが増加すると予想されます。

拡大・充実

必要となる修繕は毎年度行います。

民間委託等

一次評価

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

市民からの声を聞き、適切な職場環境の維持に努めます。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

有効性必要性
4

達成度
4

効率性

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

4 4
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

市民にとって利便性の高い庁舎
とするために、修繕等を行いま
す。

必要な部分は、予算の範囲内で
修繕しています。

二次評価一次評価の説明
庁舎が完成して間もないため修
繕箇所は少ないが、庁舎管理し
ていく上で必要とする改善がある
部分については修繕が必要で
す。

業務に支障がないように努めて
います。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

4 Ａ4

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ｎｏ． 6 － 14 3

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

28 29 30

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

1,723

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

67
目標

実績

67
実績

68
68

期間設定なし

三上　武士
シート作成日

総務費

平成30年4月2日
シート作成者名主務課長名 坂東　明

平成

公的関与

課名企画総務部

基本事務事業名 指定管理者選定事務
契約管財課
事務事業名 指定管理者選定事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的
指定管理者制度を導入することにより、多様化する市民ニーズに効果的・効率的に対応し、公の施設の管理に民間の能力やノウハウ
を幅広く活用しつつ、市民サービスの向上及び行政コストの削減を図ります。

今年度 指定期間終了施設の更新

対象（誰を、
何を）

公の施設の管理者

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
指定管理者選定委員会事務

業務委託等の募集・発注事務

地 方 債

平成

67

会　　計 一般会計
29

0.300
191

0.300

年度予算 備考
財産管理費

年度決算
総務管理費

1,933

1,779

0

50
50

1,742

191

目標

30平成

目標
実績

平成

0.296
0

予算費目
年度決算28

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指定管理者導入施設数

指標名

0
1,8291,723

臨時･嘱託工数･経費

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共につくる阿波
（４）協働のまちづくりの推進
（１）多様な分野における参画・協働の促進



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

4 Ａ4

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

制度導入により、民間ノウハウを
活用したサービス向上及び管理
運営の効率化が図れます。

二次評価一次評価の説明
積極的に推進する必要がありま
す。

積極的に推進する必要がありま
す。

これまでの効果、課題等を検証
し導入していく必要があります。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

3
達成度

3
有効性

4 3
効率性 有効性必要性

4
達成度

4
効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

市民のニーズが多様化する中、民間企業が持つノウハウを活用し、今後も指定
管理制度の導入について、検討・推進します。また、モニタリング等による年次評
価の実施により、更なるサービスの向上に努めます。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持

総合評価
Ａ

指定管理者が行うサービスの質を向上させ、市民の満足度をさらに高めること
や、適正な運営管理ができているか市が確認していく必要があります。

拡大・充実

モニタリング制度を的確に運用し、指定管理者が行う自己評価や、市が行う年次
評価を行います。

民間委託等

一次評価

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ｎｏ． 6 － 15 2

17 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

28 29 30

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

該当なし

２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

地方自治法施行令第167条の5第1項及び第167条の11第2項

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0
6,405

0.000
7,017

臨時･嘱託工数･経費 0.000

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

指標設定になじまないため

1.000

1,198
1,198

予算費目
年度決算28

国 庫 支 出 金

目標

30平成

目標
実績

平成

15,253

5,930

0.000 0

475
475

5,805

9,448

年度予算 備考
財産管理費

年度決算
総務管理費

1.000
9,448

1.000

※平成30年度に入札参加資格審
査申請書受付時に使用しているシ
ステムを更新予定

29

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）

追加受付の実施（8月中旬から受付開始予定）

入札参加資格審査申請変更届受付（随時）

提出された申請書の書類審査（1月中旬から受付開始予定）

入札参加有資格業者名簿に登載

業者格付等の各種帳票作成

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的
申請書の内容を審査し、有資格者が名簿に登載されている。
より効率的で迅速な名簿確定方法への改善を検討している。

今年度
申請書の内容を審査し、有資格者を名簿に登載します。
より効率的で迅速な名簿確定方法への改善を検討します。

対象（誰を、
何を）

入札参加資格審査申請書提出業者

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名企画総務部

基本事務事業名 入札参加資格申請審査事務
契約管財課
事務事業名 入札参加資格申請審査事務

期間設定なし

前仲　恭介
シート作成日

総務費

平成30年8月10日
シート作成者名主務課長名 坂東　明

平成

公的関与

目標

実績

実績

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

5,819



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

総合評価
Ａ

1　参加者名簿の確定期間の短縮
2　申請書、添付書類の簡素化

拡大・充実

上記課題を改善できるよう、現状を正しく把握し、改善方法を検討していきます。

民間委託等

一次評価

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

適正な事務執行がなされていますが、工夫して効率よく、より改善すべきところは
改善します。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

有効性必要性
4

達成度
4

効率性

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

4
有効性

4 4
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

入札の公平性を図るために有効
です。

厳正に書類審査等を実施してい
ます。

二次評価一次評価の説明
入札業者の選定には、必ず必要
とされます。

徳島県及び近隣市町村の事務
を参照しながら、より効率よく処
理できるか検討していきます。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

4 Ａ4

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ｎｏ． 6 － 16 2

17 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

28 29 30

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

3,783

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

目標

実績

実績

期間設定なし

前仲　恭介
シート作成日

総務費

平成30年8月10日
シート作成者名主務課長名 坂東　明

平成

公的関与

課名企画総務部

基本事務事業名 電子入札事務
契約管財課
事務事業名 電子入札事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的
毎年度の電子入札対象案件を電子入札で実施できている。
より効率的で迅速な方法への改善を検討している。

今年度
平成30年度の電子入札対象案件を電子入札で行います。
より効率的で迅速な方法への改善を検討していきます。

対象（誰を、
何を）

建設工事、測量・建設コンサルタント等業務の入札参加業者

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）

入札制度の改善

建設工事審査委員会等の開催

電子入札システムへ工事、業務委託案件データを登録

阿波市ホームページでの入札情報の公表（入札公告、入札閲覧資料、入札結果）

電子入札システムでの開札処理（指名通知発送、開札処理）

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

29

0.650
2,325

0.650

年度予算 備考
財産管理費

年度決算
総務管理費

6,098

3,854

0.000 0

2,271
2,271

3,773

2,325

目標

30平成

目標
実績

平成

指標設定になじまないた
め。

0.650

1,904
1,904

予算費目
年度決算28

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

0
6,125

0.000
5,687

臨時･嘱託工数･経費 0.000
臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

５．明日への基盤が整った阿波
（３）情報化の推進
（２）行政内部のＩＣＴ環境の充実



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

4 Ａ3

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

関係者と協議しながら、より効率
的な方法を検討していきます。

二次評価一次評価の説明
業者の方（入札参加者）が入札
会場に来る手間が必要なくなり
ます。

入札の公平性を図るために有効
です。

システムの現状も把握しつつ、よ
り効率的な電子入札の方法を検
討していきます。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

4
有効性

4 4
効率性 有効性必要性

4
達成度

4
効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

徳島県のシステムを有効活用し、適正な事務執行しており、引き続き継続して行
う。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持

総合評価
Ａ

入札案件が大量となった場合、担当者の処理が追いつかなくなるため、より効率
的な方法や、より計画的な発注を検討していく必要があります。

拡大・充実

上記課題を改善できるよう、現状を正しく把握し、改善方法を検討してきます。

民間委託等

一次評価

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ｎｏ． 6 － 21 3

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

28 29 30

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

3,404

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

目標

実績

実績

期間設定なし

曽我部　勉
シート作成日

総務費

平成30年4月2日
シート作成者名主務課長名 坂東　明

平成

公的関与

課名企画総務部

基本事務事業名 本庁舎管理事務
契約管財課
事務事業名 庁舎維持管理事務

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 美観を維持し機能を十分に発揮させます。

今年度 維持管理に努めます。

対象（誰を、
何を）

阿波市役所庁舎

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）

建物・設備の瑕疵検査等

保安警備事務（危険物施設の点検・管理）

浄化槽維持管理業務

自動ドア・空調・エレベータ設備の保守業務

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

29

0.585
36,180

0.585

年度予算 備考
財産管理費

年度決算
総務管理費

39,576

3,469

0

40,000
40,000

3,396

36,180

目標

30平成

目標
実績

平成

指標設定になじまないた
め、設定しない

0.585

40,000
40,000

予算費目
年度決算28

国 庫 支 出 金

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

0
43,46943,404

臨時･嘱託工数･経費

消防法、建築物衛生法、浄化槽法、電気事業法

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当
２ 非該当

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共につくる阿波
（５）計画的な行財政運営の推進
（３）公共施設の総合的な管理の推進



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

4 Ａ4

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

チェック項目

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

庁舎及び防災拠点施設の一元
管理を実現する事で、事務の効
率化やコスト削減に努めます。

二次評価一次評価の説明
各施設の日常点検、保守及び法
定の環境測定等維持管理が必
要です。

施設内を常に清潔な状態に保つ
ために実施します。

維持管理計画に基づき点検等を
実施しています。

効
率
性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

4 3
効率性 有効性必要性

4
達成度

4
効率性

統合/終期設定
方法改善 拡大・充実 方法改善

縮小廃止/休止 統合/終期設定縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

庁舎の清掃は良くできています。今後も、来庁される方が満足できるよう、努めま
す。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持

総合評価
Ａ

施設を維持していくためには、アエルワ指定管理者との打ち合わせを頻繁にする
必要があります。

拡大・充実

今後も受託業者との協議を重ね維持管理を行います。

民間委託等

一次評価

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ｎｏ． 6 － 22 3

26 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

28 29 30

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共につくる阿波
（５）計画的な行財政運営の推進
（３）公共施設の総合的な管理の推進 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0
4,1935,994

臨時･嘱託工数･経費

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

指標設定になじまないた
め、設定しない

0.250

4,539
4,539

予算費目
年度決算28

国 庫 支 出 金

目標

30平成

目標
実績

平成

1,926

1,482

0

2,711
2,711

1,451

475

年度予算 備考
財産管理費

年度決算
総務管理費

0.250
475

0.250

29

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
公共施設の統廃合及び維持管理に関する総合的な計画策定と運用推進

遊休施設等についての利活用の推進

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 数量適正化、施設長寿命化

今年度
公共施設等総合管理計画、公共施設個別管理計画の推進
旧市場学校給食センターをはじめとする遊休施設の利活用の推進

対象（誰を、
何を）

公共施設及びインフラ施設

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名企画総務部

基本事務事業名 公共施設マネジメント事業
契約管財課
事務事業名 公共施設マネジメント事業

期間設定なし

三上　武士
シート作成日

総務費

平成30年4月2日
シート作成者名主務課長名 坂東　明

平成

公的関与

目標

実績

実績

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

1,455



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

総合評価
Ａ

公共施設マネジメントの推進のため、各施設所管課に計画の周知をはかります。

拡大・充実

個別管理計画に基づき、関係課、所管課と連携しながら進めてまいります。

民間委託等

一次評価

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

個別管理計画に基づき進捗状況を管理しながら、適正な施設管理に努めます。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

有効性必要性
4

達成度
4

効率性

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

4 3
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

公共施設全体の管理計画がな
いため、有効です。

今後は計画を実行段階に移して
いくことが重要です。

二次評価一次評価の説明
公共施設等総合管理計画につ
いては総務省より各自治体に策
定要請があり、今後の財政状
況、人口動向、施設老朽化の進
行を踏まえ必要です。

PDCAサイクルを実施し、計画の
フォローアップを図ります。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

4 Ａ4

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ｎｏ． 6 － 23 2

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

28 29 30

款 2 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

６．共に生き、共につくる阿波
（５）計画的な行財政運営の推進
（３）公共施設の総合的な管理の推進 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0
2,4231,953

臨時･嘱託工数･経費

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名

指標設定になじまないた
め、設定しない

0.150

1,080
1,080

予算費目
年度決算28

国 庫 支 出 金

目標

30平成

目標
実績

平成

1,810

889

0

1,534
1,534

871

939

年度予算 備考
財産管理費

年度決算
総務管理費

0.150
939

0.150

29

地 方 債

平成
会　　計 一般会計

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
市の公有財産及び高額物品の新規取得や変動を調査し、固定資産台帳を更新する。

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 公共施設マネジメントの活用を図り、行財政改革を推進する。

今年度 公会計制度の運用開始に伴い、年度更新を行います。

対象（誰を、
何を）

阿波市公有財産及び高額物品

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名企画総務部

基本事務事業名 固定資産台帳整備業務
契約管財課
事務事業名 固定資産台帳整備事務

期間設定なし

三上　武士
シート作成日

総務費

平成30年4月2日
シート作成者名主務課長名 坂東　明

平成

公的関与

目標

実績

実績

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

873



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

総合評価
Ａ

固定資産台帳の利活用について今後検討していく必要があります。

拡大・充実 民間委託等

一次評価

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

個別管理計画との整合性を図り、適正に処理する。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

有効性必要性
4

達成度
4

効率性

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度

3
有効性

4 4
効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

行財政改革の推進に有効です。

固定資産台帳の作成が完了し、
今後は経年更新を実施します。
また公共施設マネジメントへの
活用も検討します。

二次評価一次評価の説明
国が導入を求めている新地方公
会計制度の運用に必要です。

効率的な運用を図っています。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価評価点

4 Ａ4

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ｎｏ． 6 － 25 4

24 年 ～ 29 年

①
②
③
④
⑤

28 29 30

款 2 項 1 目 9

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 電算システム管理事務 事務事業名 電子重要媒体集配保管事業 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成30年8月14日
部局名 企画総務部 課名 契約管財課 主務課長名 坂東明 シート作成者名 印藤隆重

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画
基本構想(政策) ２．安全・安心・快適な阿波 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （１）消防・防災の充実 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 （４）総合的な防災・減災体制の確立 ２ 非該当 根拠法令等

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

災害に備えて、重要情報の入った電子磁気媒体を県外の安全な場所での保管及び集配を行う。

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 　災害に備え住民情報や、行政データの遠隔地保管を行う。

今年度
　住民情報は、強固なデータセンターのサーバで保管、管理しており、保管料、集配料が値上げのため、見直しを行った結果、廃止を
決定した。

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
住民情報の保管（すでに強固なデータセンターのサーバで保管、管理しており、現在は行っていない）

行政データの保管

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

保管回数 1週間に1回集配送を行う。 回
目標

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標
52 51 0 0

実績 52 49
目標

目標
実績

国 庫 支 出 金

実績

30

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 総務費 総務管理費
年度予算 備考

直接事業費

電子計算費
平成 28 年度決算 平成 29 年度決算 平成

平成30年度から、電子媒体の県
外集配及び保管を終了しました。
理由は以下の通り
①業者都合により、平成30年度よ
り集配料、保管料の値上げ。
②住民情報については、阿波市
は自治体クラウドに移行しており、
強固なデータセンターのサーバに
接続することで利用しており、行政
データの保管のみのため。

県 支 出 金
地 方 債

計（Ａ） 307 293 0

その他特定財源

0

一 般 財 源 307 293

0
臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.010 58 0.010

0 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 365 352 0

人件費（Ｂ）
59

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

　守るべき住民情報はすでに自
治体クラウドにより、強固なデー
タセンターで管理、保管してお
り、行政データの保管のみでは、
必要性が認められない。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 　守るべき住民情報はすでに自
治体クラウドにより、強固なデー
タセンターで管理、保管してお
り、行政データの保管のみでは、
有効性が認められない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 平成30年度の保管料値上げの
前に、電子媒体の返還をしても
らったため、年度の終了前に、保
管を終了した。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 　平成30年度より、配送料、保管
料の値上げ。住民情報は、すで
にデータセンターで保管、管理。
行政データのみ配送し、保管し
ていた。
　費用対効果があまりないため、
廃止を決定した。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
1 1 3 1 Ｄ 1 1 3 1 Ｄ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

当面、行政データに関しては、庁内保管となる。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

ほかの事業でも、費用対効果で必要性や有効性が低いものについては、廃止や
縮小の検討をする。改革案

と実行
計画

　セキュリティの強化を考えると保管業者の値上げは必然的なものと考える。今
後、安価で安心確実な方法があれば検討することとする。

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ｎｏ． 6 － 26 4

17 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

28 29 30

款 2 項 1 目 9

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 電算システム管理事務 事務事業名 電子申請関係管理業務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成30年8月14日
部局名 企画総務部 課名 契約管財課 主務課長名 坂東明 シート作成者名 印藤隆重

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画
基本構想(政策) ５．明日への基盤が整った阿波 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （３）情報化の推進 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 （２）行政内部のＩＣＴ環境の充実 ２ 非該当 根拠法令等

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

市に電子申請を行う個人及び法人

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 市へ提出する行政申請書について、オンライン化を行うことにより、事務の効率化を図るとともに、市民の利便性を高めます。

今年度 電子申請ができる申請があることを知ってもらう。

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
職員採用試験申込

子育てワンストップ窓口（マイナポータルからの利用）

集団検診・医療機関検診申込（対応できる職員不在のため休止）

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

電子申請件数
多くの市民に電子申請がで
きることを知ってもらうため。

件
目標

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標
50 90 90 90

実績 83 51
目標

目標
実績

国 庫 支 出 金

実績

30

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 総務費 総務管理費
年度予算 備考

直接事業費

電子計算費
平成 28 年度決算 平成 29 年度決算 平成

電子申請のシステムは、徳島県
及び県内市町村と共同で運営して
いるため、徳島県電子自治体共
同システムへ負担金という形で支
出しています。

県 支 出 金
地 方 債

191
計（Ａ） 191 191 191

その他特定財源

0

一 般 財 源 191 191

0.010 58
臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.010 58 0.010

0 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 249 250 249

人件費（Ｂ）
59

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

国は、ＩＴ新改革戦略により、申
請のオンライン利用率を高める
目標を設定しています。本市に
おいても、情報化社会に対応し、
行政手続の効率化を図る観点か
らも必要な事業です。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 オンライン化することにより、職
員の手間や入力処理の簡素化
が行えるため有効性は、高い。２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 ここ数年は、毎年職員採用試験
があり、年々増加傾向であった
ため、目標値を高くしすぎたため
目標値を達成できていない。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 県及び県内市町村とシステムを
共有していることから、市単独で
システムを運用するよりも、費用
面、効率面で優れています。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
4 3 2 4 Ａ 4 3 2 4 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

前のシステムに比べ様式作成は容易となっていますが、様式を作成できる職員
がまだまだ少ない。異動により、様式を作れたり、業務をこなせる職員がいなくな
るとできなくなるため問題が多い。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

適正に運用されていますが、更に市民サービスの向上に努めます。
改革案
と実行
計画

情報システム担当職員だけでなく、一般職員でも様式を作れるようになったため、
様式を作れる一般職員を増やしていく予定です。新たに電子申請できそうな様式
について募集をし、一般職員に研修を受講してもらう予定です。

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ｎｏ． 6 － 27 4

17 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

28 29 30

款 2 項 1 目 9

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 電算システム管理事務 事務事業名 情報セキュリティ研修 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成30年8月14日
部局名 企画総務部 課名 契約管財課 主務課長名 坂東明 シート作成者名

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画
基本構想(政策) ５．明日への基盤が整った阿波 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （３）情報化の推進 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 （３）情報セキュリティ対策の推進 ２ 非該当 根拠法令等 阿波市情報セキュリティポリシー

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

部長以下の職員

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 セキュリティに関する知識の習得、レベルの向上をはかり、セキュリティ事故０を目指す。

今年度 J-LIS主催のe-ラーニングセキュリティ研修等を活用し、セキュリティに関する知識の習得、レベルの向上を図る。

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
のe-ラーニングセキュリティ研修

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

職員のセキュリティ研
修受講率

セキュリティ研修は全ての職員
の知識の習得が必要なため。

%
目標

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標
100 100 100 100

実績 不明 98.53

研修修了テスト得点
(平均点）

セキュリティ研修を受講しても
理解していないと意味がないた
め

点
目標 80 80

目標

80 80
実績 不明 87.4

国 庫 支 出 金

実績

30

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 総務費 総務管理費
年度予算 備考

直接事業費

電子計算費
平成 28 年度決算 平成 29 年度決算 平成

J-LIS主催のセキュリティ研修の
ため、財源はかからない。
ただし、インターネットに接続して
いるパソコンやメールアドレス等
が必要となる。

県 支 出 金
地 方 債

0
計（Ａ） 0 0 0

その他特定財源

0

一 般 財 源 0 0

0.100 581
臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0.100 582 0.100

0 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 582 593 581

人件費（Ｂ）
593

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

どういった行為が、情報漏えいに
つながるかや、ウィルス感染の
危険性が高まるか等を研修を受
講することによりセキュリティ対
策や考え方をどのようにすれば
よいかが身に付きます。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 e-ラーニングのため、業務の合
間や比較的時間の空いていると
きに受講することができます。終
了テストが一定の点数以上でな
いと終了できないシステムのた
め内容を理解していないと先に
進めません。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 概ね全ての事務職員が受講終
了までできて内容も理解してい
る。２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 J-LIS主催のセキュリティ研修の
ため費用はかかりません。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 3 4 Ａ 4 4 3 4 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

本来は、嘱託、臨時職員を含む全ての職員を対象にすべきであるが、今のところ
メールアドレスを保有する、保育所、幼稚園、認定こども園を除く正規職員しか対
象となっていない。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

適正に運用されていますが、更に職員のセキュリティ能力向上に努める。
改革案
と実行
計画

正規職員のセキュリティ研修を十分に行うことにより、嘱託、臨時職員を指導、教
育できるレベルまでにする。

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ｎｏ． 6 － 28 4

29 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

28 29 30

款 2 項 1 目 9

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 電算システム管理事務 事務事業名 インターネット環境分離に伴う強靱化 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成30年8月14日
部局名 企画総務部 課名 契約管財課 主務課長名 坂東明 シート作成者名 印藤隆重

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画
基本構想(政策) ５．明日への基盤が整った阿波 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （３）情報化の推進 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 （３）情報セキュリティ対策の推進 ２ 非該当 根拠法令等

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

内部事務用端末からインターネットを分離し、専用端末及び仮想デスクトップ環境で閲覧可能とすることにより、あらゆるインターネットを介した脅
威に対抗する。

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的
インターネット分離を行い、専用端末及び仮想デスクトップ環境で閲覧可能とすることにより、あらゆるインターネットを介した脅威に対
抗する。

今年度 専用端末は、入替で余った古い端末を使用していたため、故障が多く発生している。今年度はその入替を行う。

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
仮想デスクトップ環境の整備（内部のパソコンから仮想環境へ接続することにより、安全にインターネット閲覧等ができるようになる仕組み）

専用端末の整備

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

実施
目標

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標
平成29年度より実施 実施 実施 実施

実績 実施
目標

目標
実績

国 庫 支 出 金

実績

30

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 総務費 総務管理費
年度予算 備考

直接事業費

電子計算費
平成 28 年度決算 平成 29 年度決算 平成

平成29年度からインターネット分
離を行った。
平成29年度（平成30年1月）から
仮想デスクトップ環境を導入した。
平成30年度は、専用端末の入替
を予定しているため、予算が多く
必要となった。

県 支 出 金
地 方 債

11,412
計（Ａ） 0 667 11,412

その他特定財源

0

一 般 財 源 667

0.500 2,903
臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0 0.500

0 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 0 3,632 14,315

人件費（Ｂ）
2,965

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

年金機構の情報漏えい問題を受
け、総務省の指示により、イン
ターネット分離を行わなけばなら
なくなった。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 インターネット分離をすることに
より、住民情報、行政情報を扱う
パソコンからの情報流出の危険
性がなくなったため、有効性は非
常に高いもととなります。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 平成29年度当初には、仮想デス
クトップ環境が整備できていな
かったため、行政サービスが低
下すると職員から不満があった
が、平成29年度中には整備でき
た。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 近隣他市に比べ非常に安価な
金額で、仮想デスクトップ環境を
整備しました。専用端末につい
ては、入替で余った古い端末を
利用していたが、故障が多く、更
新は必要であります。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 4 4 Ａ 4 4 4 4 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

今年度の専用端末入替により、専用端末の入替は最低7年間は、必要なくなりま
す。
仮想デスクトップ環境のサーバについては、5年ごとの入替が必要となります。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

適切に運用されていますが、更なるコスト削減に努めます。
改革案
と実行
計画

現段階では、費用が安く抑えれていると考えます。今後、一層の費用削減方法を
模索します。

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ｎｏ． 6 － 29 4

29 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

28 29 30

款 2 項 1 目 9

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 電算システム管理事務 事務事業名 内部ICT環境の充実に伴う調整会議 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援

シート作成日 平成30年12月18日
部局名 企画総務部 課名 契約管財課 主務課長名 坂東明 シート作成者名 坂野幸広

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

総合計画
基本構想(政策) ５．明日への基盤が整った阿波 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （３）情報化の推進 １ 該当 平成 平成 期間設定なし

主要施策 （２）行政内部のＩＣＴ環境の充実 ２ 非該当 根拠法令等

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

情報通信技術の活用による市民サービスの向上及び行政事務の効率化等に係る調査及び実施に関する事項に対し庁内調整会議を行う

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 情報化の適正かつ効率的な推進を図る

今年度 最新ICT技術の調査、研究、研修会及びICT調整会議の開催

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
阿波市ICT推進会議の開催

最新ICT環境の調査、研究

知識取得のための研修会の開催、参加

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

実施
目標

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標
平成29年度より実施 実施 実施 実施

実績 実施
目標

目標
実績

国 庫 支 出 金

実績

30

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 総務費 総務管理費
年度予算 備考

直接事業費

電子計算費
平成 28 年度決算 平成 29 年度決算 平成

平成29年度より、阿波市ICT推進
会議を設立した。
最新ICTの実証結果等の調査、研
修会等に参加し、知識の習得に努
めている。

県 支 出 金
地 方 債

計（Ａ） 0 0 0

その他特定財源

0

一 般 財 源

0.300 1,742
臨時･嘱託職種

正職員工数･経費 0 0.300

0 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 0 1,779 1,742

人件費（Ｂ）
1,779

臨時･嘱託工数･経費



阿波市全庁評価シート　平成２９年度実施事業対象

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

情報通信技術を取り入れるた
め、先進自治体、企業等で活用
している技術を学び、行政事務
の効率化等に寄与する

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 先進自治体での運用状況、実証
結果、事業者によるデモなど情
報収集を進め、阿波市において
運用の可能性を検証している。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 必要に応じ調整会議を開催、最
新技術の研修会開催、参加など
を実施
注目されるコンテンツなど情報収
集などを行っている

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 情報通信技術の研修会への参
加、情報種週などを実施してお
り、費用はかかっていません。場
合により県外での研修会等が有
り、参加が難しい場合があります
が、資料の収集など依頼できる
ものもあります。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 3 4 Ａ 4 4 3 4 Ａ

今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

当面の
課題

阿波市は、県内の市で唯一、住民情報を強固なセキュリティ環境のあるデータセ
ンターで管理運用する「自治体クラウド」を導入しています。自治体クラウドはICT
推進における先進的な試みであり、現在は、県内の他市も導入の検討に入って
います。先進的な試みは、参考にできる自治体が少なく、実証実験なしでの導入
は難しいと考えます。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

情報共有、研修会を通じて情報化に対応できる人材育成に努めてください。
改革案
と実行
計画

現段階では、導入事例のある技術や実証実験などの情報収集をします。

委員会
指摘事項

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

目標に比べて劣っている

あまり上がっていない

概ね達成している

十分達成している

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

いえない いえる

いえない いえる

する しない

できない できる

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

ない ある

ある ない

少ない 大きい

いる いない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない

高い 適当

できる できない

ある ない

ある ない


